様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　6月　30日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ　ぷろれど・ぱーとなーず
          一般事業主の氏名又は名称 　　株式会社　　　プロレド・パートナーズ
（ふりがな）　さたに　すすむ
                     （法人の場合）代表者の氏名  　 佐谷　進        印
住所　〒105-0011 
東京都港区芝公園1-1-1住友不動産御成門タワー7階

法人番号　3010401075612　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プロレド・パートナーズホームページ＞BUSINESS＞AIxBPR LAB
	プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第１四半期 決算説明資料＞P15　M&A/事業投資により基幹ビジネスの相互補完を実現

	公表日
	　　　　2019年　　11月　　1日
	　　　　2021年　　3月　　16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.prored-p.com/business/ai_bpr_lab/
	https://pdf.irpocket.com/C7034/TGuW/ZyyI/TkBu.pdf


	記載内容抜粋
	プロレドコンサルティング・サービスを常に改善し進化させていきます。従来労働集約的なアプローチに対し、AIやRPA、ビッグデータといった最新ITテクノロジーを活用することで、コンサルティング品質向上とより幅広いクライアントへサービス提供を目指します。クライアントへ最適なソリューションを提供するために、常に自分達が変革し続けなけれならないという信条もと「AI×BPR LAB」取り組みを通じて常に革新的サービスを開発します。
	売上100～3,000億の企業に対し、コンサルティングを苙口にDX/システム化、BPOの提供と多面的なサービス展開を目指す


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づいて作成された内容。
	取締役会にて制定。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第２四半期決算説明資料＞P8　ビジネスモデルの着実な進化によりプロレド3.0の世界を実現
	プロレド・パートナーズホームページ＞BUSINESS＞AIxBPR LAB


	公表日
	　　　　2021年　　6月　　11日
	　　　　2019年　　11月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://pdf.irpocket.com/C7034/qlkO/R2Dt/glSh.pdf

	https://www.prored-p.com/business/ai_bpr_lab/


	記載内容抜粋
	プロサイン導入により、企業のコスト管理にイノベーションをもたらすコンサルティングのデジタル化・オートメーション化により更なる顧客満足度向上を実現
	プロレドコンサルティング・サービスを常に改善し進化させていきます。従来労働集約的なアプローチに対し、AIやRPA、ビッグデータといった最新ITテクノロジーを活用することで、コンサルティング品質向上とより幅広いクライアントへサービス提供を目指します。クライアントへ最適なソリューションを提供するために、常に自分達が変革し続けなけれならないという信条もと「AI×BPR LAB」取り組みを通じて常に革新的サービスを開発します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて制定。
	機関承認された方針に基づいて作成された内容。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第２四半期決算説明資料＞P24　成長戦略実行のためにマネジメントを大幅強化
https://pdf.irpocket.com/C7034/qlkO/R2Dt/glSh.pdf
（24頁）

	記載内容抜粋
	成長戦略実行のためにマネジメントを大幅強化



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第２四半期決算説明資料＞P25　自社エンジニアを含め、既に100名規模の開発体制を構築 
https://pdf.irpocket.com/C7034/qlkO/R2Dt/glSh.pdf
（25頁）

	記載内容抜粋
	自社エンジニアを含め、既に100名規模の開発体制を構築



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第２四半期決算説明資料＞P26

	公表日
	　　　　2021年　　6月　　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://pdf.irpocket.com/C7034/qlkO/R2Dt/glSh.pdf


	記載内容抜粋
	【P26】
今月より一部の顧客企業に対してソフトローンチ。順次アップデートを行い、本年10月までに50社（顧客企業規模：売上50億円以上）、来年10月までに200社
と急速に立ち上げを行うことを計画



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　6月　11日


	発信方法
	2021年10月期第2四半期決算説明会にて発信。
プロレド・パートナーズホームページ＞IR情報＞IR NEWS＞2021年10月期 第２四半期決算説明資料
https://pdf.irpocket.com/C7034/qlkO/R2Dt/glSh.pdf


	発信内容
	【P9】
プロダクト開発の狙い
当初は当社コンサルの差別化、効率化を図るツールとして、コンサル案件で導入。その後、SaaS機能をさらに強化し、単体の製品として収益化を実現していく
【P11】
当社コンサルをレバレッジ
コンサル案件において、子役企業にプロサインを導入できるため、一般的なSaaSよりも早期に導入拡大を実現。特に難易度の高い大・中堅企業に強み
【P12】
プロサイン開発投資と業績へのインパクト
・プロサイン開発投資は、当期通期で合計約3.8億となる見込み。当期下期から投資加速
【P24～25】
成長戦略実行のためにマネジメントを大幅強化
プロサインの開発体制
・CTO入山徹：当社のDXプラットフォーム構築を主導
・自社エンジニアを含め、既に100名規模の開発体制を構築
【P26】
サービスローンチと顧客導入の想定タイムライン
今月より一部の顧客企業に対してソフトローンチ。順次アップデートを行い、本年10月までに50社（顧客企業規模：売上50億円以上）、来年10月までに200社と急速に立ち上げを行うことを計画



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2021年5月　～継続実施中

	実施内容
	DX推進指標自己診断結果を記入したものを添付書類として提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2019年　11月頃　～　　2019年　11月頃


	実施内容
	・社内管理規程に基づく内部監査および外部監査の実施
・アンチウイルスソフト導入によるウィルス対策
・資産管理ソフトによるPC操作ログの収集
・セキュリティ更新プログラム配信システム
・年次の情報セキュリティに関する研修の実施および理解度テストの実施
・社内データへのアクセスログの収集
・シングルサインオンの仕組みによるIDの集約管理
・サイバーセキュリティ保険への加入



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

